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（緒　言）
　地域開発論の形成とその応用と題する本個人研究は，その内容が極めて漠然としており，やや中心
性に欠けるように思われるかもしれない。まさに，その点が，いわゆる地域開発論のもっ方法論的，
学問論的宿命と考えられる。
　社会科学としての地域開発論は，私は広義の経済地理学の一部門として考えるのが，1っの方法論
と考えられる。勿論，地域開発論は広義の経済政策の一部であり，その意味では経済学の一部である
わけであり，経済地理学も経済学を中心に考えるなれば，その見方もおかしくない。
　以上のような前提の前に，実際問題としてこの言葉の意味に近い外国語での概念を追ってみると，
それぞれが微妙なくいちがいがある。
　ヨー一　nッパ大陸の言葉として代表的な二つの言語，フランス語とドイツ語をとってみよう。前者は
Am6nagement　territoireであり，後者はRaumordnungがそれに当るものであろう。前者の場合は，
要するにterritOire即ち土地，領域をam6nager整備する，或いは改造するということであり，後者
の揚合のRaum＝＝空間をordnen≒整備する，秩序だてると，ほぼ同じ考え方である。具体的に，
私自身が参加したBordeauxでおこなわれた日仏コロックのテーマ，熱帯開発はAm6nagement
territoire　dans　la　zone　tropiqueと訳されており，その内容は，熱帯開発に伴う基礎的な問題である
自然条件から社会・経済条件の殆んどをしめていた。又，日本で云う，農地の整備や都市の再開発な
どもAm6nagement　territoireのカテゴリーに入れてしまう。
　これに対し，アングロ・サクソン流のいい方はRegional　Developmentが一番近いものであろう，
しかし，この云い方，又きわめて包蔵する内容が広漠でありRegionというのが，どの範囲のterritory
を示すのか，きわめてあいまいである。例えば1956年に出版されたFAOの地中海開発計画The
Mediterranean　Development　ProjectはSpainからIraqまでを含み，今日でも役にたつよい資料で
あるが，それはRegiohal　Developmentのシリーズの一つとして分類されている。又1930年代に米
国で行われた，いわゆるTennessee　Valley　Authority（T・V・A）の活動は米（英）語では，立派な
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Regional　Developmentの手本であるし，　Greater　Londonを考えた都市計画をRegional　Development
として扱う教科書も少くない。
　以上の他に，いわゆる南北問題，先進国における途上国に対する経済援助・協力の結果派生して来
る大規模な土木工事なども，その相手国側からみればNationalなスケールでは地域開発にあたると
も考えられるし，規模をgloba1な問題に限っても，熱帯雨林の破壊などを伴う大規模な開発計画も，
地域開発として考えてもおかしくない。
　このようにRegional　Developmentという概念も，きわめて多岐にわたり，それを整理するのには・
いささか方法論的な定義が必要と思う。
　ここで，経済地理学を単に一つの経済地誌でなく，動的に捉えることを考えてみよう。具体的に，
地表で行われる人間活動の歴史は，私は何千年のspanをもって考えてみても，人間の歴史は，つま
るところ自然の破壊又は整備の歴史であり，それが，具体的にどのような空間構造のなかで行われて
きたかを考えれば，それらはまさにAm6nagment又はOrdnngにあたるとも考えられる。従って
経済地理学の一つとして考えることにすれば，地域開発は，単に現代の問題でなく，大化の改新にお
ける班田制の施行過程や江戸時代の新田開発は，立派な地域開発の歴史であると云ってよかろう。
　現代の問題として，これから日本又は世界でどのような地域開発が行われているかはとても述べつ
くせない。そこで，この二年間に，国内の問題としては，地域開発の具体的な現れとして，リゾート
開発の問題を，国外では長年てがけてきた乾燥地帯の開発の問題をとりあげて少し考えてみたい。
1　地域開発の一例としてのリゾート開発
　いわゆるリゾート法の設定（1986年）により現在日本国内では，すでに35ケ所が同法の対象地域が
指定され，将来は殆んど都道府県がその対象になると考えられる。戦後日本の地域開発は，第一次の
国土総合開発法の制定（1950年）からはじまり，第四次の全国総合開発計画いわゆる四全総（1986年）
に至る迄大きな国土計画が立案された。これらは，それぞれの時期における日本の経済政策を反映し
ておる。例えば第一次のものは，敗戦後の電力不足を中心に，大河川流域の総合開発というT．V・A・
方式が大きな目玉になっておるし，第三次の場合は工業地帯の再配備，そして四全総では東京への一
極集中をさけ，中京や関西地区に，それぞれ産業，文化の中心地とすることを説いている。
　しかし実際問題としてこれらの計画は，タテ割り行政の各省庁からの政策立案をまとめたものであ
り，それに伴う予算的措置も十分に考えられるものでない。むしろ政策の発展により，さまざまな思
惑を生み，地価の上昇などを引き起しかねなかったマイナス要因もある。
　全国的な四全絡にくらべやすいのが，現在の広義のリゾート法である。この法律は一見きわめて理
想的な地域開発法のようにみられるるが，この法律の制定にあたったのが，とりまとめ役の国土庁は
別にして，建設，通産，農水，運輸厚生などの行政官庁が中心になっておりそこに一つの問題点が
ある。
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　例えば建設省は，戦後道路や港湾の整備に力を入れてきたが，そのうち港湾は，ほぼ大きなものは
整備が終り，新しい行政指導対象として，マリーナのようなものを考えはじめている。農水省は農業
全般の不振にひきつづき，新しいプロジェクトが，てずまりの状況であり，土地改良事業などを基盤
にもつ構造改善局の仕事は，農用地整備公団などをつくってはみたが次第に先細りの傾向である。そ
こで，今迄過疎の状況にあった農山村の再開発ということで，リゾートを考えるのは，無理もない。
又通産省は他省に先んじて今から20年近くも前から，余暇開発センターを作って今日の時代を予想し
ており，更に大規模リゾートの育成により関連する様々な余暇産業の発展を計ることも出来るとして
いる。不評のため，その規模は非常に縮小したが，いわゆるシルバー世代の定年年金生活者を海外の
保養地に送りこむ計画などは，スペインに滞在した一通産官僚の発案といわれるが，何でも行政指導
できると考える役人の考え方の一っであり，あまりにも現実の世界を知らない一人よがりと思う。
　その他，厚生，運輸からもそれぞれの立揚から，予算化を行い，行政指導を行えるチャンスを考え
ていることは云うまでもない。
　このリゾー法第一号の指定をうけたのは，三重県である。三重県は，伊勢志摩等の昔からの観光地
をもち，しかも県民人口180万という過疎県である。その上，南部の交通事情が悪く，その為に美し
い自然が，よくたもたれていた。そこで県の活性化のために，鳥羽以南の海岸地帯を中心にした，リ
ゾート開発が大きな課題になっている，実際には，大手の建設資本は，近鉄を除き，大部分が東京の
資本であり，そのやり方は，過疎地の海岸や山間地を整地し，ホテルやマンションの建設，ゴルフ場
や文化イベントの為の会場つくりなど，きわめてありきたりのものである。勿論美しい海岸と，黒潮
を利用して，モナコの海洋博物館に匹敵する，志摩海洋博物館をつくる計画とか，スペイン村という
名前で芸術村をつくるとか，雄大な計画が目白押し並んでいる。前者については，西武セゾングルー
プが，巨額の指導料を，モナコの海洋博物館に提示している。現在迄の，進行状況を文献及び実地調
査により追ってみると，SUN　BELT　ZONE計画は，どうも，県指導型であり，それを，大手資本が
利用しているという傾向が目につく。例えば，無菌養殖のカキで有名な的矢湾に，500室位の会員制
のマンションが建てられ，漁民は生活排水による水質汚染を大変心配している。幸いにして今のとこ
ろ具体的に被害は，出ていないらしいが，マンション付近の土地が売りに出されており，将来の問題
は定かでない。私自身，何度か，この地域を訪れたことはあるが，南フランスや，スペインにつくられ
ている様な，整備された海浜リゾートの開発が，うまく行くものかどうか一抹の不安がなしとしない。
　その第一の理由は，現在迄の現地の状況のマイナス面である。例えば，鳥羽を見てみよう。駅前か
ら真珠島あたりにむけて，およそアメニティの概念から云えば，全く不整備な街並がつづく。建物の
不統一ばかりでなくその色彩感覚は，まことに驚くべきものである。総体にいって国道146号線の沿
線，つまり名古屋から津→伊勢に向う道路の両側の風景も又然りである。そこには，これから美しい
自然や風土を観賞しようというのには，ふさわしくない低俗な看板や日本中どこにでも見られる横文
字を使った飲食店等が並び，第一印象がよくない。この様な開発の歴史の上に，果して，リゾートに
よる新しい開発が，全く別のものが出来るのであろうかという杞憂が残る。
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　更に考えねばならないのは，総体的に行政指導又は上からの開発であるために，こまやかな便宜を
うける企業体は，手取早く投資を回収出来る方法をとる。それが，ゴルフ場であり，会員制のコンド
ミニアムであって，リゾート法の精神になっている国民一般が余暇を楽しむと云う事よりは，一部の
資産のある人々による寡占化になってしまう恐れがある。又コンドミニアムなどは，実際に人がそこ
に住まない限り，地方税（住民税）は徴収出来ないので，例え開発負担金を取っても・地元市町村の
社会資本に対する投資が，かなりきつくなるであろう。
　更に現状としては，交通，具体的には，南志摩へのアクセスの問題である。現在でも146号線は道
巾もせまく，伊勢以南は更にこの状況がきびしい。
　この様な新しいリゾート地へのアクセスは殆んどの揚合が，車と考えると，目的地迄いきつくのに，
かなりの辛苦を伴う。その様な現状で果して，高級なコンドミニアムなどが売れて行くであろうか。
いわゆるリゾート法は，大規模な余暇を利用すると云う哲学でつくられている。ヨーロッパ，例えば
フランスでは五週間のバカンスが法律で定められており，それに見合う保証までされている。
　日本の場合，次第に夏休み等をとる大企業がふえて来たが，連続して休みをとれるのはゴールデン
ウィークと夏休み位で，それも7－10日間，こうすると一ケ所に滞在するよりは，あちらこちら出か
ける回遊型がどうしても主流になってしまう。SUN　BELT　ZONEばかりでなく，日本のリゾート開
発の一つのお手本としているのが，南フランスのラングドック・ル・ションである。ここの場合政府
が十年近くかかって環境アセスメントの調査を行い，主として勤労者向けに大型のリゾート施設を設
置した好例といわれており，日本からの視察団も後をたたない。ところが実際にはこの辺りでも海水
の汚染問題がおきている。必ずしも宣伝されている通りではない。又海岸ということで引合に出され
るのがCosta　del　Solであり，マラガやトレモノリノスの保養地は一つの手本と考える人々も少くな
い。これらは少くとも二週間位滞在するヨーPッパ人の保養者をあてこんでおるが，これも乱立する
コンドミニアムやホテルによる汚水問題や更に人手不足（従業員の不足，とりあえずアラブ人やアフ
リカ人でうめている）が，現在の大きな宿題になっている。
　このような先例をみると，ヨー一　Pッパでひとまず成功したリゾート開発とは大きく異なる面（余暇
の総計時間の不足）がある。日本において大規模リゾートは果してうまくゆくのかどうか心配が残る。
伊勢志摩は江戸時代から日本型の余暇を楽しむ場所であった。伊勢講などを通じての，お伊勢参りを
中心にして旅館群の発達や沿道のお土産屋さん，更に熊野や尾鷲に迎う巡礼の道等それぞれの秩序を
保った一っの世界があった。（この名残りとして敗戦迄，伊勢鳥羽は，小学校（国民学校）の重要な
修学旅行の対象地であった）しかし，敗戦後伊勢神宮の知名度はいちぢるしく低下し，賢島のような
第三セクター方式による高級保養地を除くと，伊勢志摩への旅行客は次第に減少の方向にある。三重
県といえば，今の若い世代は鈴鹿サーキットには出掛けても，伊勢迄は下らないのが普通である。こ．
のような現状を改善すべく打出されたSUN　BELT　ZONE構想が果してうまくゆくものであろうか。
　これについて私はゼミの学生や，地域開発論の聴講生を通じて，学生の意識調査を行ってみた。定
量的なものでなく定性的なものであった。三重県（将来も含めて）に関する限り，彼等の関心はあま
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り高いものではなかった。勿論知らないと云うこともあろうが，総体的に国外旅行の格安さがとりあ
げられ，もし十日間以上の休みをとれれば，国外に出掛けたいと云う返答が殆んどであった。こうな
ると悪循環になり，速く投資を回収するためにホテルや別荘のコストは，長期滞在を難しくする位高
目に設定されているであろう。
　それでは，これらのSUN　BELT　ZONEは全く希望がないのであろうか。三重県は，三年後にせ
まった伊勢神宮の遷宮行事，その翌年に世界お祭り博を考えている。それらのイベントを通じて，伊
勢を中心に三重県の知名度を上げることに一生懸命である。又県庁は，今迄のリゾート企画室に観光
課を一本化し新しい部局をつくり，殆んど知事の直轄に近いような形で，計画推進に力を入れている。
只問題はどうしても地元からの声がやや弱いことである。
　地域開発は，元来はその土地に住む人々が自分達の発意による開発計画を立て，これを行政なり企
業なりが手伝うという形が一番理想的である。そのもっとも典型的な例が，大分県で始まった一村一
品運動であり，地元の青年達の努力による“村おこし”である。日本列島改造論とか，ふるさと創生
理論とか，きわめて政治的なパフォーマンスにとられがちであるが，これを経済地理学からみれば，
地域開発への行政指導の一部と言えよう。ところで，大抵の場合大きなプランは地元でなく大手の開
発・鉄道資本などによりたてられ，それが行政と相談して実現化するという場合が少くない，三重県
の場合，現在私は，ゼミの学生と一諸にニケ所で地元の人々のリゾート開発への意識調査を実行して
おり，いずれその結果は，印刷する予定になっている。
　この三重県でもう一つの特記しておきたい住民の動きがある。それは，直接リゾート開発とは結び
っかないかもしれないが，三重日仏協会の活躍である，そもそも私が三重大在任中に，この話がもち
あがり1987年創設された。この場合は，何と会員有志のボランティア活動として，三重県の観光案内
のフランス語版を作ってしまったのである。
　日本のリゾート開発で，もっとも忘れられている面，つまり日本人以外は殆んど念頭にない点を，
見事別の形で，反証して見せたのである。世界的なリゾート地というのは，来る人々の国籍を問わな
い，日本人ですら高くて行けないような高級ホテル群からなるような開発では，とても外国人の事を
考える余裕はなかったであろう。しかし，このフランス語の小冊子は見事にその盲点をついたもので
ある（意識的ではなかったにせよ）。フランスのラングドック・ルル・ションは，いいかえれば目本
で云えば，国民宿舎のde　luxe版ということも出来よう。そのような試みが，目本にもないわけでは
ない。厚生年金や各種の共済組合などの施設の利用は十分考えられるが，いずれもバラバラの組織で
あり，相互利用はしあっても，十分に実行されているとは思えない。このような状況を何とか平準化
して，一般の人々が近ずきやすいリゾート地を造成しない限り，リゾート法は，やがてその効力を失
うのではないであろうか。
　更に問題は，過疎地の利用ということで，従来保護されて来た国立公園などの指定地の一部が解除
されることである。勿論，三重県の報告書にあるように，実際に開発された土地に建物が建つのは数
％にすぎず，原景観は保存されるというが，果してそのようにうまくゆくかどうか。そして又のこる
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重要問題は人手不足である。現在でも，一部の高級ホテルを除いては，ホテル従業員は不足しがちで
ある。もしも，高級リゾートホテル方式を取るならば，質のよいホテル従業員を得ることはかなりむ
つかしい。そこで，スイスや，フランス・イタリアなどでみられるように，日本人以外の従業員を雇
うことに抵抗を感じない姿勢（特に客の側）が必要になる。おそらく2000年頃には，リゾート地ばか
りでなく全国的に，中国やフィリッピンからの助ケ人が次第に増えて来るのではないであろうか。
　以上いろいろ述べて来たが，地域開発としてのリゾートの開発論は，今のところ，行政・住民両者
の積みかさねが必要であり，そこに一つの方法論を形成するには，国によってあまりにも事情が異な
る，単なる経済事情ばかりでなくリゾート開発は，そこに住む人々の文化の問題である。明年，九月
日仏余暇利用シンポジウムがフランスで開かれるので，とりあえずは，それに向かって年間の研究成
果と事例研究を整理し発表したいと思う。
E　乾燥地域開発
　乾燥地域（Arid　zone）は・世界の陸地面積の約1／3を占める広大な空間であり，その大部分が沙漠
や草原となっており・そこに住む人口は少い。世界的な人口増加の問題もかかえてこれら未利用の
Arid　zoneの開発が大きな問題になるべきである。一方沙漠化に，みられるような地球環境の問題が
広く知られるようになった。
　私は長い間この地域で仕事をして来たので，これらの開発がいかに困難であるか，身をもって体験
して来た。しかし一般には，きわめて安易に開発問題を説く人がいる。そこで，主として，体験をも
とに地域的に問題点を，洗ってみたい。
　A）サハラ
　世界最大の乾燥地域と言えば，サハラである。このサラツでは，私自身が直接間接体験しただけで
も，きわめて大規模な水資源開発から，農村単位の地域開発迄様々な事例がある。
　大規模な事例で，しかも私自身が関係したものに，エジプトNew　Valley　Development　Projectが
ある。これは，ナイル川の西部にあるKharga，　Baharia，　Farafra，　Dakhla等のオアシスを結ぶ新しい
ナイル川，具体的には，各オアシスに一500／－1000m位の探層地下水を採取する井戸を掘り，そこに，
新しい集落を作って，ナイル川谷からの農民を移住させる計画である。1960年頃から故ナセル大統領
の強い意志と，軍の工兵隊などが指導の工事計画が進められた。最初の頃は，ユーゴスラビア・ブル
ガリア・オランダ・米国等各国の技術援助を受け自噴井が掘られた。又，40年払いという極めて低利
子条件で，家畜，農具，住居等をあたえられる，ナイル川谷からの農民の移住も進行して来た。その
当時の目標は，ナイル川本流に作られるアスワン・ハイダムとは別に，エジプトの増大する人口を収
容すべく，新ナイルをつくる事にあった。当時，シナイ半島を含めても，これら将来は百万近くの可
容人口にしたいというのが本音であった。しかし実際に仕事を進めて行く過程で色々な問題がおこっ
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て来た。まず地下水位の問題である。－500／－1000mという地下水はいわゆる化石水であり，1969年
に私が再訪した折りには，例えばKhargaの一号井戸はもはや自噴をやめ，ポンプによる汲み上げが
必要になって来ていた。有限な地下水を利用する場合，石油と同じに，何日頃迄利用出来るかが問題
であるが，いわゆるNUBIA砂岸層を通して中央アフリカから4～5万年をへて滲透して来たとも
いわれる地下水の可能吸上げ年数は，極めて不確かである。更に何れも凹地状のオアシスなので，排
水が十分でなく，そのため農地の周辺の土地の塩性化が進んでいる。折角新しい農地を作ったのにそ
れでは不毛の土地が増えるということになりかねない。更に重要なのは，住民の意識の問題である。
　長い間ナイル川谷に住んで来た人々で，はじめの間は沙漠には，ジンという悪霊が住むと恐れてい
　ノたが，その点は，次第に慣れて来たものの，常時水を利用できるナイル川の農業と，オアシス農業と
の体験は，全く違ったものであった。彼等の住居一つをとっても真白な壁の新屋の壁をナイル川谷と
同じ様に塗りたくってみたり，導入した家畜（主として牛）の飼育がうまく行かなかったり，色々な
問題があった。それよりも，古くからオアシスに住む人々との問の融和の問題もあった。経済的には
隔絶したオアシスであるために，政府の先行投資後の優遇は考えられず，いかにして企業的，商業的
利潤を，オアシスから得られるかという事になる。そこで，変えられるのは特産のナツメヤシ等の果
実などの缶詰，あるいは，一年中暑い季節をうまく利用した花の栽培（航空機を利用して，ヨーロッ
パの市揚を狙う）などがあった。それらは少しつつ実現していってるが，予期した程の利潤は上らな
かった。
　幸いにして一番北部にある，バハリア・オアシスでは良質の鉄がみつかり，農業ではなく，鉱業基
地としての開発が可能になった。カイロ迄の道路も整備され，現在では，5つのオアシスのなかでも
っとも安定した立場をもっている。
　以上をまとめてみるとNew　Valley　Development　Projectは理想はともかく，現実には，農業より
も鉱業の面でプラスの面があり農業については，広義の水の問題で様々な宿題が控えているといえよ
う。
　エジプト政府には沙漠開発についてナイル川の水（河川）を引いて使うべきだという一派と，いや地
下水開発でゆくべきだという一派があるといわれており，後者はかなり政策（政治）的でN．V．D．P．の
施行の中心であるエジプト沙漠開発公団の総裁は，初期は工兵出身の軍人であったことからもわかる
通り，軍との関係もかなりあった様に思う。その様にエジプトにおけるN．V．D．Pは，ある意味では
国策型の開発であり，それが，自然と，どの様に対処して来たかという意味では，大変良い実例である。
　B）リビアの沙漠開発
　リビアは国土面積の大部分がサハラであり，あり余る収入は軍事を除くと相当の部分が沙漠開発に
向けられている，それは大・小二つの計画に要約されよう。
　イ）人口運河計画
　これは，リビア・サハラの中心にあるクフラ・オアシスのあたりで，地下水を吸みあげ最初の方は
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直経7mという大きなコンクリート製のパイプラインで地中海岸迄水を引く計画である。それは現在，
ベンガジの南部の大貯水池迄完成している。この計画の思想は，国民の必要とする。食料は，自給す
るべきであるという，カダーフィ大佐の哲学であり，そのためには石油収入がある問に石油が消減し
た以後の基盤整備をしておきたいという考え方である。この点同じ産油国でも湾岸諸国の様に，金融
などに投資する姿勢とは大分異っている。クフラ・オアシスの地下水も，化石地下水であり，これが
一体，何年もつかは，大きな研究課題であるが，リビアでは，一応50年と考え，この間に石油が無く
なっても十分に農業はやって行けるという見方をしている。
　そもそもCalcaire　Intercontinentaleとよばれるサノ・ラの地下水は中生代のものであり，その包蔵水
量が何年もつかはUNESCO，　FAOなどの多くの調査があるが末だに定説はない，私は昨年アルジリ
ア・サノ・ラでの削井に立ち合った時に（－150m位のもの）これも50年で枯れても良いという前提で，
大型のスプリングクラーを設けていた。こう考えると，スケールの大きい沙漠の地下水開発に約半世
紀の寿命を考えるのが常識的な線かもしれない。
　この大計画は，事実上は韓国の企業体が施行している。目本国内の開発とことなり，途上国に於け
る地域開発には多国籍企業のかかわりあい方が問題になる。リビアの場合財政上の問題は，国内でま
かなえるので問題はないが，多くの途上国の場合，財源を国際機関や二国間援助に求める事が多く，
そのために，様々な関連する問題が起るのも一つの特色であろう。
　C）新農村開発計画
　この計画は特に南部のフェザン地方で行われているもので一100m位の浅層地下水を開発して水源
を確保し，その上できっちりした灌概農地と市揚・学校・モスクなどを整備，更に快適な住宅を提供
するというものである。
　これらの現場を訪れ，その後，文献による追跡を行って来たが，おそらく北アフリカの水準で考え
ると良く整備された計画の一つとも考えられる。しかし，これも様々な問題点を抱えている。
　第一にこの計画自身リビア政府の資金によるとしても，きわめてマルチの技術協力による，例えば，
牛乳のプラントは，フランス，送電装置はデンマーク，灌慨はエジプト，更に病院は建設から医師看
護婦に至る迄フルターンキーで韓国といった具合である。又，農作物の一部，例えばソルガムはカリ
フォルニアの種子会社からきており，それに伴う大型スプリンクラー（Pivot　Irrigation）は米国製で
ある。この様な，マルチ方式は，建設する迄は良いとしても，この後の維持が大変であると思うが，
その点については，十分な追跡が出来ていない。
　第二に，新農村は，いずれも入植者によってつくられる。殆んどの場合，新しい土地にっくられて
おり，古い住民といってもかなり距離が離れているので，エジプトのN．V．　D．Pの様な意味での摩擦
はない様に思われた。しかし，なにせ面積が広大なフェザン地区に文字通り点在している感じであり，
新農村と新農村との間の道路の整備は着々と進行しているが，インフラ全体の整備には，相当な先行
投資が必要である。今のところ，その面でリビアの場合，あまり問題がない。又，この場合，前述の
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人口運河と異なり，もしも50年位で水が枯れた場合どうなるのか，という点については，はっきりし
た解答が出ていない。このあたりに沙漠の地下水に依存する開発計画の限界を感じる。
皿　結　論
　以上のリゾートと，乾燥地域という一見別のgenreのテーマについて全く整合しない様な意見を述
べた様にみられるかも知れないが，私としては，リゾートも，大小規模の乾燥地開発も，まさに空間
のAm6nager又はOrdnenであり，経済地理学の立場からみれば，同じく地域開発といってもおか
しくない。しかし再説になるが，私はglobalな地域開発論は，おそらく成立しにくいと感じる。
　全く数学的なsimulationならいざしらず，少くとも，社会や文化というものが，長い目でみた歴史
的整合であるとするならば，それぞれの地域空間を変えると事は単にphysicalな変容だけでなく，政
治経済・社会・文化のすべての面の変容をとげる事である。
　この意味において，全体的な理論の形成よりも私の立場としては，事例研究を様々な揚所で行い，
これを，日本の事例と併行して考えるという，グローバルな手法が一番現実的である。そしてグロー
バルな分野では，今迄あつかって来た乾燥地域の問題を中心に，事例研究を進め，国内問題としては，
リゾートの調査を続行してゆく予定である。
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